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京都市崇仁地区将来ビジョン検討委員会設置要綱 
 
（設置） 
第１条 崇仁地区における今後のまちづくりについて，住宅地区改良事業の早期完了と，

環境や景観に配慮した，地域の活性化を図る将来ビジョンの検討を行うため，京都市崇

仁地区将来ビジョン検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 
 
（検討事項） 
第２条 委員会は，次に掲げる事項を検討する。 

  崇仁北部地域全体を視野に入れた将来ビジョンに関する事項 
  余剰地の利活用に関する事項 
  多様な住宅供給に関する事項 
  住宅地区改良事業を早期完了させるための事業推進方策に関する事項 
  その他崇仁地区に関する事項 

 
（組織） 
第３条 委員会は，次に掲げる者で組織する。 

  市民 
  地元まちづくり組織の代表 
  有識者 

２ 委員は，前項の各号に掲げる者のうちから，市長が委嘱する。 
３ 市民委員のうち，若干名の委員は，公募により選出した者とする。 
４ 委員会は，所期の目的を達成した時点で解散する。 
 
（委員の任期） 
第４条 委員の任期は，委嘱の日から平成２２年３月３１日までとする。ただし，補欠の

委員の任期は，前任者の在任期間とする。 
 
（委員の代理） 
第５条 委員の代理は認めない。 
 
（委員長及び副委員長） 
第６条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 
２ 委員長は，委員の互選により定め，副委員長は，委員のうちから委員長が指名する。 
３ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 
４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるときは，その職務を代理する。 
５ 委員長及び副委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長が指名する委員がその職

務を代理する。 
 
（招集及び会議） 
第７条 委員会の会議（以下「会議」という。）は，委員長が招集する。ただし，委員長
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及びその職務を代理する者が存在しないときの会議は，市長が招集する。 

２ 委員長は，会議の議長となる。 
３ 委員長は，必要があると認めるときは，委員以外の者に対して会議への出席を求める

ことができる。 
 
（専門委員会） 
第８条 委員会は，第２条各号に掲げる事項に関し，特別に検討する必要があるときは，

専門委員会を置くことができる。 
２ 専門委員会は，委員長が指名する委員をもって組織する。 
３ 委員長は，必要があると認めるときは，委員以外の者に対して専門委員会の会議への

出席を求めることができる。 
 
（会議の公開） 
第９条 会議及び専門委員会の会議は公開とする。ただし，委員長が必要と認める場合は，

非公開とすることができる。 
 
（庶務） 
第１０条 委員会の庶務は，都市計画局住宅室すまいまちづくり課において行う。 
 
（補則） 
第１１条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が定

める。 
 

附 則 
この要綱は，平成２１年９月１５日から施行する。 
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門内

もんない

 輝
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崇仁地区の現状と課題 

 

 １ 地勢 

当地区は，ＪＲ京都駅の東側に隣接し，京阪七条駅からも至近の距離に位置し 
ており，地区内を河原町通（国道 24 号），塩小路通等の主要幹線が縦横に走る交 
通の利便性に優れた地域です。 

地区内の中心部には高瀬川が貫流し，地区の東側には鴨川が流れ，落ち着いた

雰囲気もある反面，地区内をＪＲ在来線と新幹線が横断しているため駅周辺特有

の騒々しさも併せ持っています。 
また近年は，七条通沿いに分譲マンションが建築されるなど，周辺部では２駅 

至近といった交通の利便性を生かした開発も見受けられます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

２ 崇仁地区における環境改善 

崇仁地区では，老朽住宅が密集し，衛生状態が悪いという環境を改善するため， 

昭和 28 年から不良住宅地区改良法（＊１）により不良住宅の買収除却を始め，第 2

種公営住宅（＊２）を建設してきました。昭和 35 年からは 5 つの地区に分け，住宅地

区改良法により地区内用地をすべて買収する手法で住環境整備を順次進めていま

すが，崇仁北部第三地区，第四地区では，用地買収の難航等から事業が長期化して

います。 

*1 不良住宅地区改良法･･･ 戦前の住環境整備の基本法（昭和 35 年制定の住宅地区改良法施行により廃止） 

*2 第二種公営住宅  ･･･ 旧公営住宅法で規定されていた収入の少ない層を対象にした住宅 

資料４
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［住宅地区改良法に基づく地区指定］ 

昭和３５年に崇仁（南部）地区（平成 ９年度完了） 

昭和４２年に崇仁北部第一地区（昭和６１年度完了） 

昭和４３年に崇仁北部第二地区（昭和６１年度完了） 

昭和５７年に崇仁北部第三地区（事業継続中） 

昭和６０年に崇仁北部第四地区（事業継続中） 
                                                  （平成２１年７月現在） 

買収戸数 住宅建設戸数 
地区名 

地区指定 

年月日 

地区面積 

（㎡） 

事業計画 

認可年月日 

計画 

年度 計画 実績 残 計画 実績 残 

崇仁 

(南部) 
S35.12.2 55,506 

S35.12.28 

H9 年度完了 

S35 

～H9 
   363 363 0 

崇仁 

北部第一 
S42.2.20 20,782 

S42.3.5 

S61 年度完了 

S41 

～S61 
   262 262 0 

崇仁 

北部第二 
S43.12.12 13,942 

S46.3.31 

S61 年度完了 

S45 

～S61 
   161 161 0 

崇仁 

北部第三 
S57.10.23 22,103 S59.3.16 

S58 

～H23
238 231 7 125 125 0 

崇仁 

北部第四 
S60.9.2 64,000 S61.3.17 

S60 

～H23
536 371 165 297 84 213 

合計  176,333   774 602 172 1208 995 213 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈施行前〉 〈施行後〉 

児童公園の整備 

公共施設（道路等）の整備 ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰの建設 

改良住宅（賃貸）の建設 

出典：実務者のための 100 のまちづくり手法（第３版）を加筆

図 ― １  住宅地区改良事業のイメージ 
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 （１）住宅地区改良事業の仕組み  

 

 

改良事業のメリット 改良事業のデメリット 

○ オールクリアランスにより，地区内全体

の環境の整備改善ができる。 
○ 不良住宅の除却，土地の整備，改良住宅

の建設及び事業に必要な用地取得に関し

て，国庫補助率が高い。 
○ 改良地区内には，建築行為等の制限があ

るため，乱開発を防ぐことができる。 

△ 買収が難航すると事業が長期化する。 
△ 事業内容及び施行者が限定されるため，

民間事業者を活用した整備ができない。 
△ 建築行為等の制限により，地区外からの

転入が見込めない。 

 

＊３ 不良住宅･･･ 主として居住の用に供される建築物又は建築物の部分でその構造又は設備が著しく不良であるため

居住用に供することが著しく不適当なものをいう。 

改良地区の指定 

（法 4条） 

不良住宅（＊３）が密集して，保安，衛生等に関し 

危険又は有害な状況にある地区 

① 不良住宅を除却しなければならない。 

[オールクリアランス] 【国庫補助 1/2】

建築行為等の制限（法 9条） 

土地形質の変更，建築物の新築・改築・増築

等は，市長の許可を受けなければならない 

不良住宅が密集する地区（改良地区）の環境の整備改善 

事業計画の決定 

（法 5条） 

改良地区内の土地の利用に関する基本計画 

住宅地区改良事業の実施計画 

事業計画の告示 

（法 8条） 

不良住宅の除却 

（法 10 条） 

土地の整備 

（法 12 条） 

② 健全な住宅地区を形成するために 

必要な整備を行わなければならない。 

（道路，緑地等の公共施設）【国庫補助 2/3】

改良住宅の建設 

（法 17 条） 

③ 改良地区内に居住する者で，住宅を失う者の

住宅を建設しなければならない。 

【国庫補助 2/3】
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         （２）北部地区における住宅地区改良事業等の進ちょく状況  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ― ２  地区内における主な既存施設状況 

 

 

 
■改良住宅の建設 

       
・北部第一地区： S42～S59        

             ・北部第二地区： S48～H6         
           ・北部第三地区： H13             
           ・北部第四地区： H17           
 

 
■地区内施設の整備 

     
・うるおい館＜合築施設＞ 

           ・下京地域体育館＜合築施設＞ 
           ・崇仁第一，第二保育所 
           ・崇仁第一浴場，第三浴場 
           ・東西道路 
           ・その他 

（竣工年度） 
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 （３）地元まちづくり組織とのパートナーシップによるまちづくり  

 

京都市では，現在，まちづくりの早期完了を目指して，平成８年に地元で設立さ

れた「崇仁まちづくり推進委員会」とパートナーシップによる事業の進ちょくを図

っているところです。 

 

 

パートナーシップによるまちづくりの主な成果 

・ 高瀬川の流路変更 

・ 国道 24 号立体交差事業の事業推進 

・ 改良住宅の建設促進（41 棟，51 棟の建設） 

・ 改良住宅等改善事業（M1，W1 の建替等） 

・ 地区施設の整備促進（うるおい館の建設等） 

・ 公共施設の整備（東西道路 Cの建設等） 

 
 

 

３ 崇仁地区における課題 

 

 （１）住宅地区改良事業の早期完了における課題   

 
 課題１  用地買収の難航等 

 用地買収の難航等から買収済み用地が分散・点在している状況にあるため，改

良住宅が建設できないという悪循環に陥っています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとまった土地が確保できない

買収済み用地が 
分散・点在 

用地買収の難航 

改良住宅が 
建設できない 

悪循環
-事業の長期化- 

選択肢が地区外
移転しかない 

虫食い状態の買収
しかできない 
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 （２）崇仁地区のまちづくりを進めるにあたっての課題  

 

 

 

 課題１  住宅ニーズの変化 

住宅地区改良事業で供給できる住宅は，改良住宅のみであるが，地区内で自力更新住

宅（一戸建ての持ち家）の建設や分譲マンションの購入，定期借地権付き住宅等を希望

するなど，事業の長期化に伴い変化する住宅ニーズに対応することができない。 
 

 

 課題２  余剰地の利活用 

従前居住者の地区外移転等に伴い，改良住宅の建設予定戸数をさらに見直すことによ

り生じる余剰地は，住宅地区改良法に定められている改良住宅・地区施設・公共施設以

外の利用ができない。 
余剰地を住宅地区改良事業以外に利活用する場合，国庫補助金の返還を求められる。 

  
（参考） 

北部第三地区，第四地区の改良住宅建設計画戸数は，人口及び世帯数の減少に伴い，

平成 8 年度，平成 11 年度，平成 17 年度の３回見直しを行っています。 
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 課題３  人口減少・高齢化による地区活力の低下 

若年層の地区外流出に伴い，人口減少，高齢化が加速度的に進行し，地区活力が著し

く低下しています。 

崇仁地区では，人口，世帯数ともに，住宅地区改良事業を開始した昭和 35 年度から

右肩下がりで減少しています。 

また，現在事業中である北部第三，北部第四地区の事業開始時（昭和 60 年頃）に比

べ，人口，世帯数ともに約半分となっています。さらに高齢化も京都市全体，下京区全

体に比べ，急激に進んでいます。 
これら人口減少・高齢化も地区の活力を低下させている大きな要因となっています。 

 

 

 

 
＊ 数値は，国勢調査による。ただし，H20 は，京都市推計人口統計調査による。 
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 ＊ 数値は，京都市地域統計要覧による。 
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 課題４  既存施設の老朽化や新景観政策上の課題 

既存施設については，40 年以上が経過しているものがあること，また崇仁小学校の統廃

合（平成 22 年 3 月）など，その在り方について長期的な視野に立った検討が必要となって

います。 
また，近年，鴨川からの眺望景観の保全が求められており，31 棟や 33 棟の高層棟は，景

観形成上の課題ともなっています。 
 



 

 

委員会における検討事項について 

 

 

① 崇仁北部地域全体を視野に入れた将来ビジョンに関する事項 

  

京都駅に近接した立地条件を生かし，崇仁地区の潜在的な価値の検討を

踏まえて夢のあるまちづくりを検討する。また崇仁北部地域全体のまちづ

くりとして検討する。 

 

 

② 余剰地の利活用に関する事項 

  

事業の見直しによって生じる余剰地の活用は，崇仁地区の活性化と京都

のまち全体に効果をもたらす事業などを積極的に検討する。 

 

 

③ 多様な住宅供給に関する事項 

  

地区の活力を取り戻すために定期借地制度や民間活力の導入を含めて，

多様な住宅供給方法を検討する。 

 

 

④ 住宅地区改良事業を早期完成させるための事業推進方策に関する事項 

 

 住宅地区改良事業を早期に完了させるための事業展開を検討する。 
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「京都市同和行政終結後の行政の在り方総点検委員会」報告書 

抜粋（崇仁地区における環境改善について） 

 

[検討項目５] 崇仁地区における環境改善について 

 

（1）概要及び経過 

崇仁地区は，かつて広大な範囲に狭隘な不良住宅が密集し，衛生状態も悪く劣悪

な環境にあり，こうした住環境を改善するため，京都市は，昭和 28 年から不良住

宅地区改良法により，老朽住宅の買収・除却を始め，第 2 種公営住宅 84 戸を建設

してきた。 

個別の不良住宅の除却だけでなく，地区施設や公共施設を含めた面的整備の法的

裏付けとなる住宅地区改良法が施行された昭和 35 年以降は，同法に基づく住宅地

区改良事業を導入することとし，地区が大規模であったことから，地区を 5 つに分

け，段階的に事業を実施してきた。その結果，これまでに改良住宅 995 戸，公営住

宅 148 戸の建設をはじめ，道路，公園，地区施設が整備され，南部，北部第一，北

部第二の 3 地区で事業が完了している。 

現在，事業中の北部第三，第四地区においては，地元まちづくり組織とのパート

ナーシップのもとで事業が進められており，これまでに高瀬川の流路変更や北部第

三地区の改良住宅建設が完了し，北部第四地区においても改良住宅の建設が進めら

れている。 

 

（2）意義と役割 

崇仁地区においてこれまで進められてきた，不良住宅地区改良法，住宅地区改良

法に基づく，不良住宅の買収・除却，改良住宅建設等により，地区の住環境は大幅

に改善された。 

また，北部地区においては，地元まちづくり組織とのパートナーシップにより事

業が進められ，高瀬川の流路変更や北部第三地区の改良住宅の建設完了，北部第四

地区で進められている改良住宅の建設など大きな成果を挙げてきた。 

 

（3）現状と課題 

崇仁地区の住環境は大きく改善されてきたものの，現在もなお一部に不良住宅が

密集している状況が残っており，引き続き，住環境の改善を行う必要がある。現在，

河原町通より西側において，新たな改良住宅（1 棟 26 戸）の建設計画が進んでは

いるが，北部第四地区全体としては，用地買収の難航等から買収済み用地が分散・

点在し，改良住宅の建設ができない状況にあり，事業が長期化している。 

また，京都市は，改良住宅の建設を通じて人が住まうまちを目指してきたが，結

果として，改良住宅だけのまちでは，人口減少，高齢化に歯止めがかけられず，地

区活力が著しく低下している。 
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更に，住宅地区改良事業は，地区の住環境の改善には大きな成果を挙げてきたが，

住宅地区改良事業により供給できる住宅は改良住宅のみであるため，住民の多様な

住宅ニーズに対応することができず，また，人口減少等に伴う改良住宅の建設予定

戸数等の見直しにより生じる余剰地を，住宅地区改良事業以外の用途に利活用する

場合には，用地取得の際に交付された国庫補助金の返還が必要となるといった課題

もある。 

このため，崇仁地区における環境改善について，新たな事業手法の導入も含め，

今後の在り方を改めて検討する必要がある。 

 

 (4) 見直しの視点 

現在もなお残る，不良住宅が密集している状況を整備，改善するため，残事業で

ある改良住宅建設と道路等の公共施設の整備を行い，住宅地区改良事業を早期に完

了することが，まず必要である。 

また，今後の改良住宅の建設用地を確保するためには，分散・点在する買収地を

集約しなければならない。 

一方，改良住宅の建設予定戸数等の見直しにより，地区内には余剰地が生じるこ

ととなるが，これらの余剰地には，京都駅に近接した立地も生かした，より広い視

点から，多様な住宅の供給や賑わい施設の導入を図るべきである。 

更に，多様な世代，階層が住み，集い，地区の活力を取り戻すためにも，多様な

住宅の供給や，これまで地域住民と一体となって取り組んできた高瀬川の付け替え

などの事業成果を生かしたまちづくりが必要であり，このまちづくりの検討に当た

っては，北部第三，第四地区だけでなく，北部第一，第二地区を含む北部地域全体

を視野に入れた連続性のあるまちづくりの視点も必要である。 

また，今後のまちづくりにおいて，住宅地区改良事業によらない新たな土地の利

活用を図る際には，国庫補助金の返還等の財政負担を軽減する工夫も必要である。 

今後のまちづくりにおいては，これらを踏まえつつ，環境や景観に配慮した，地

域住民に希望をもっていただける崇仁地区の将来ビジョンを示す必要があり，早急

に幅広い観点から議論していくべきである。 

 

(5) 今後の在り方 

ア 住宅地区改良事業の早期完了 

北部第三，第四地区においては，引き続き，住宅地区改良事業によって不良住宅

の除却，道路等公共施設の整備，改良住宅の建設を行い，住環境の改善を早期に完

了すべきである。 

しかしながら，住宅地区改良事業では，分散・点在する事業用地を集約化するこ

とが困難なため，事業の早期完了のためには，土地区画整理事業の換地手法の活用

など，集約化を実現できる有効な手法を導入するべきである。 

 

 



 
- 3 - 

 

 

イ 今後の崇仁地区のまちづくりについて 

住環境の改善のため，引き続き住宅地区改良事業を進める一方で，事業の見直し

により生じる余剰地は，崇仁地区の活性化に資する活用を図ることはもちろんのこ

と，京都駅に近接した立地を生かし，未来の京都を見据えたまちとなるような活用

を検討するべきであり，これらを含め，京都らしさや風格を備え合わせた，誰もが

訪れてみたい，誰もが住みたい，夢のあるまちづくりの視点で，北部地域全体を視

野に入れた将来ビジョンを検討するべきである。 

また，地区の活力を取り戻す多様な住宅供給については，定期借地制度や民間活

力の導入も検討するべきである。 

改良住宅の建設予定戸数の見直しにより生じる新たな余剰地の利活用に当たっ

ては，国庫補助金返還の課題等はあるが，中長期的にみて京都のまち全体に大きな

効果をもたらす事業などを積極的に検討するべきであり，その際は，事業の採算性

を十分に検証して財政負担の軽減を図るとともに，国に対しても新たな事業展開が

可能となるような仕組みづくりについて，積極的な制度要望を行うべきである。 

なお，これらの将来ビジョンや新たな土地の利活用の検討は，市民や地元まちづ

くり組織，学識経験者，行政が参加する検討委員会を設け，それぞれが協力して検

討することが望ましい。 

また，その検討においては，事業計画の設定等，一定期間における事業成果も明

確にし，早急かつ着実なまちづくりを目指すべきである。 

 

 



スケジュール（案） 

 

年 月 回 数 検 討 内 容 

平成２１年９月 

 

第１回 

委員会 

 

・ 崇仁地区の現状と課題（報告） 

・ 委員会における検討事項について 

・ 今後の委員会の進め方及びスケジュールについて 

 

 

第２回 

委員会 

   

 検討・議論  

・ 改良事業の早期完了にむけた事業展開について 

・ 将来ビジョンの考え方について 

    １０月 

  

    １１月 

 

第３回 

委員会 

 

  検討・議論  

・ 将来ビジョンについて① 

・ 短期的なまちづくりについて① 

      

    １２月 

 

第４回 

委員会 

  

  検討・議論  

・ 将来ビジョンについて② 

・ 短期的なまちづくりについて② 

 

平成２２年１月 

 

第５回 

委員会 

 

  検討・議論  

・ 長期的なまちづくりの考え方及び， 

その事業展開について① 

 

     ２月 

 

第６回 

委員会 

  

  検討・議論  

・ 長期的なまちづくりの考え方及び， 

その事業展開について② 

 

 

 

３月 

 

第７回 

委員会 

  

   報 告   

・ 将来ビジョンのまとめ 
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